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親権の停止制度の導入と面会交流と養育費の分担の明文化
―2012年4月1日に施行された改正民法―
栗 林 佳 代
1 はじめに
民法の家族法領域の一部の改正法が，2012年4月1日に施行された。この
法改正は，2011年6月3日の「民法等の一部を改正する法律」（平成23年法
律第61号）によって行われた。法改正の目的は，「児童虐待の防止等を図り，
児童の権利利益を擁護する観点から，親権の停止制度を新設し，法人又は複
数の未成年後見人を選任することができるようにすること等の措置を講ずる
ため」1である。
この2011年の法改正で，民法の家族法領域の一部が改正され，民法834条
の2において，親権の停止制度が導入された。そして，民法766条に面会交
流と養育費の分担が明文化され，これらの決定の際には子の利益が最も優先
して考慮されるべきことが明記された。ほかには，未成年後見人は1人でな
ければならないと定めていた民法842条が削除され，これにより，未成年後
見人を選任する際に，複数の未成年後見人を選任することが可能になった。
また，未成年後見人として，法人を選任することも可能である（民法843条
4項）。
さらに，民法の改正だけでなく，これに関係する手続法である家事審判法
―2013年1月1日に家事事件手続法2が施行―，児童福祉法，戸籍法なども
改正されている3。
1 法務省「民法等の一部を改正する法律」
http://www.moj.go.jp/MINJI/minji07_00043．html
2 家事事件手続法は，2011年5月19日に成立し，同年5月25日に公布された（平成23年法
律第52号）。家事事件手続法の新設により家事審判法は廃止された。
3 法務省・前掲註（1）。
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以下，本稿では，民法の家族法領域の改正について，とりわけ新しく導入
された親権の停止制度，および明文化された面会交流と養育費の分担につい
て取り上げる。
2 改正の背景
2011年の法改正が行われた背景に，児童虐待の件数が増加の一途をたどっ
てきたことがある。厚生労働省の統計によると，児童虐待の相談件数は，1990
年には1，101件だったのが，2000年には17，725件，2010年では56，384件と，
この20年で約50倍に増えている4。これは，あくまでも相談件数であり，実
際の児童虐待件数と必ずしも一致するわけではない。また，「児童虐待の防
止等に関する法律」（平成12年法律第82号）が2002年に施行され，この法律
に児童虐待の定義（同法1条）や通告義務（同法6条）が明記されたことで，
それ以前は潜在的であった児童虐待が表面化したという側面も否めない。し
かしながら，約50倍の児童虐待の相談件数の増加は見過ごせない事実であり，
児童虐待自体の増加も相当数あることは想像に難くない。
具体的な手続として，児童虐待があった場合に，虐待された子を児童福祉
施設に入所させるなどし，保護する措置が採られる。監護者である親が入所
に同意しない場合には，都道府県知事または児童相談所長の申立てにより，
家庭裁判所の審判で強制的に入所させることもできる（児童福祉法28条）。
さらに，この場合に，必要があれば，子の親族または検察官の請求，あるい
は児童相談所長の申立てにより，虐待された子の親の親権を喪失させる審判
を行うこともできる（民法834条，児童福祉法33条の7）5。しかしながら，
この親権の喪失は，期間を定めずに，親から一切の権限を剥奪する硬直的な
措置であり，さらに後の親子関係の修復を困難にする可能性がある6。そし
て，実際の申立て件数も少なく，申し立てられたとしても親権の喪失宣告が
4 厚生労働省「児童相談所における児童虐待相談対応件数等」
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000002fxos-att/2r9852000002fy23．pdf
5 財産管理権のみを喪失させることも可能である（民法835条）。
6 二宮周平『家族法』（新世社，2006年）232頁。
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なされることはあまりない。2011年の司法統計によると，親権・管理権の喪
失の宣告・取消し事件は，既済総数が127件，そのうち認容が14件，却下が
25件，取下げが88件であった7。家事審判事件の総数は637，854件であったこ
とからみれば，親権・管理権の喪失の宣告・取消し事件が家事審判全体に占
める割合はわずかであり，そのうち認容まで至ることはほんのわずかあるこ
とがわかる。
以上から，児童虐待が急増している一方で，民法上の措置として，児童虐
待に対処するための親権の喪失制度は，硬直的で，極端であったため，十分
に機能してこなかったといえる。このような問題を解決するために，2011年
の法改正により，親権の停止制度が民法に新しく設けられた。
3 親権の停止制度
2011年の法改正以前の民法には，必要に迫られて親権の機能を停止させる
には，前述したとおり，期間の定めのない親権の喪失制度（民法834条）が
あるのみであった。そして，2011年の法改正により，民法に新たに規定が設
けられ，親権の停止制度が導入された（民法834条の2）。これにより，あら
かじめ期間を定めて，親権を停止することができるようになった。この期間
は，2年以内であることが定められている8。親権の停止制度により，児童
虐待のような場面において，親権の喪失の要件を満たすまでに至らなくても，
必要に応じて，柔軟な対応が可能になると思われる。
実際の事件数は，2012年に改正法が施行されたばかりで統計資料に乏しい
が，厚生労働省の資料によると，改正法の施行直後の2012年4月から6月に
おける全国の児童相談所長が行った親権の停止の審判の申立ては，全受件数
などの詳しいことはわからないものの，6自治体で7件あった9。他方，親
7 最高裁判所「平成23年度司法統計」http://www.courts.go.jp/search/jtsp0010List2
8 飛澤知行『一問一答 平成23年民法等改正児童虐待防止に向けた親権制度の見直し』（商
事法務，2012年）21頁。
9 厚生労働省「親権に係る制度見直しの施行状況について（平成24年4月～6月）」
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000002fxos-att/2r9852000002fy1w.pdf
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権・管理権の喪失の申立てはなかった。
具体的な親権の停止の審判の申立ての内容については，次のとおりである。
まず，児童に必要な医療を受けさせるための親権の停止の事案がある。こ
の事案では，医療機関に一時保護されている児童に対して，親権者が必要な
検査や手術に同意しないため，親権の停止が申し立てられた。なお，親権停
止の本案の申立てと同時に，手術の実施のための保全処分の申立てもなされ
た。
次に，年長児童の自立に向けた親権の停止の事案がある。この事案では，
親権者からの身体的虐待により児童養護施設に入所している児童が，知的障
害を抱えつつも，自立に向けて就職活動を行っている。しかしながら，親権
者は，この児童の知的障害を認めず，療育手帳の取得に同意しておらず，就
職活動も妨げることが予想されるため，親権の停止が申し立てられた。
さらに，年長児童の自立に向けた親権の停止の別の事案がある。この事案
では，児童は，幼少時から親権者からの身体的虐待を受けており，家出をし
た。児童は，友人宅等を転々としながら，高校に通学し，食費等はアルバイ
ト代でまかなっていた。親権者は，児童の帰宅も拒否しながら，児童が児童
養護施設に入所することにも反対し，さらに，児童がアルバイトを続けられ
ないようにもしたため，親権の停止が申し立てられた。
2011年の改正法が施行されて日が浅いため，現在のところ具体例の数は少
ない。しかしながら，とりわけ前述の1つ目の具体例は，子の喫緊の利益を
保護しようとする第三者の権限と親権との関係が問題となる典型的な場面で
ある。実際に，このような場面において親権の停止の制度が活用されたこと
は，今後の，制度の行方を占うものであるように思われる。
4 面会交流と養育費の分担の明文化
⑴ 面会交流と養育費の分担に関する法律上の根拠
ａ）面会交流
2011年の法改正において，民法766条に面会交流が明文化された。明文化
されるまでは，面会交流は，主に面接交渉権（あるいは面接交渉）といわれ
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てきた。面接交渉権に関する裁判例は，1964年12月14日の東京家庭裁判所の
審判において，監護親とならなかった母に子と「面接ないし交渉する権利」
が認められたのが初めてである。その後，裁判例・家事実務，学説において，
その法理論が形成されていった。面接交渉権は，2011年の法改正以前は，明
文の法律上の規定はもたず，離婚後の子の監護に関する事項について定める
民法766条を解釈することで導き出されてきた。それゆえに，面接交渉権に
ついては，その法的性質や権利性について議論があった。
まず，面接交渉の権利性について，従来から，監護者の意思に反する場合
の面接交渉に着目し，子の忠誠心の葛藤（loyalty conflict）から子の福祉が
害される蓋然性が高いことを理由に権利性を否定する見解がある10。他方で，
こうした面接交渉の場面も想定し，子の忠誠心の葛藤がある場合には，その
範囲内で面接交渉を制限すればよく11，はじめから権利性を全く否定するの
は，かえって法的救済としては不十分な結果を招くおそれがあり，子の福祉
の観点から面接交渉の権利性を認めるとする見解もある12。
2011年の法改正は，面会交流を民法766条に明文化する際に「権利」とは
書かなかった。このことが，面会交流を実体法上の権利として認めず，審判
申立権までしか認められないことを意味するのか否かは，解釈の余地がある13。
そして，面接交渉が実体法上の権利であるとする立場においては，面接交
渉権の法的性質についても議論されてきた。法的性質に関する主な考え方と
して，面接交渉権は，親子という身分関係から当然に発生する自然権的な権
利とする説14，監護に関連する権利とする説15，自然権であると同時に監護に
10 梶村太市「子のための面接交渉」ケース研究153号（1976年）92，93頁。
11 石川稔『家族法における子どもの権利』（日本評論社，1995年）225‐228頁。
12 石川・前掲註（11）225‐228頁，棚村政行「離婚と父母による面接交渉」判例タイムズ
952号（1997年）59頁，二宮周平「面接交渉の義務性」立命館法学298号（2004年）334，335
頁。
13 面会交流の権利性に関する最近の論考として，梶村太市「民法766条改正の今日的意義
と面会交流原則的実施論の問題点」戸籍時報692号（2013年）18頁。
14 森口静一・鈴木経夫「監護者でない親と子の面接」ジュリスト314号（1965年）75頁。
15 明山和夫「監護教育の権利義務」於木不二雄編『注釈民法（23）親族』（有斐閣，1969
年）75頁。
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関連する権利とする説16，親権の一権能とする説17，子の権利とする説18，子
の権利であると同時に親の権利・義務でもあるとする説19，憲法的保護を受
ける親の権利であるとする説20，がある。2011年の法改正で面会交流は民法
766条に明記されたが，法的性質については，依然，明らかではない。
さらに，これらの法的性質論は，父母の面接交渉権を前提とするものであ
り，父母以外の祖父母や第三者は念頭に置くものではない。2011年の法改正
では，民法766条に面会交流が明記されるとともに，父母という文言も挿入
された。この法改正以前は，民法766条を解釈することで，祖父母や第三者
の面接交渉権を導くこともできたが21，改正による新規定は，祖父母や第三
者の申立てを遮断することに作用しないか危惧される。そして，民法766条
が，依然，離婚法の領域にあることもこの危惧に拍車をかける。
近年，面会交流については，その権利性や法的性質などの学理的な側面よ
り，実効性の確保が注目される。面会交流は，継続的に長期にわたって親子
の交流をなすことを目指すものであり，その円満な実行には，父母の自律的
な取り決めが重要であることが指摘される22。
16 久貴忠彦「面接交渉権覚書」阪大法学63号（1967年）117頁，沼邊愛一「第9条第1項
乙類4号」斎藤秀夫・菊池信男編『注解家事審判法』（青林書院，1987年）366頁。
17 山本正憲「面接交渉権について」岡山大学法経学会雑誌18巻2号（1968年）185頁，佐
藤義彦「離婚後親権を行わない親の面接交渉権」同志社法学110号（1969年）55頁，野田
愛子「面接交渉権の権利性について」最高裁判所事務総局家庭局編『家庭裁判所の諸問題
上巻』（最高裁判所事務総局，1969年）208，209頁，中川淳「面接交渉権」山畠正男・泉
久雄編『演習民法（親族・相続）』（青林書院新社，1972年）261頁。
18 國府剛「面接交渉権の制限と憲法13条」中川淳編『家族法審判例の研究』（日本評論社，
1971年）149頁，稲子宣子「子の権利としての面接交渉権」日本福祉大学研究紀要42号（1980
年）93‐100頁。
19 石川・前掲註（11）225‐228頁，田中通裕「面接交渉権の法的性質」判例タイムズ747号
（1991年）323頁，山脇貞司「離婚後の親子の面接交渉」法学セミナ 4ー66号（1993年）22
頁，棚村・前掲註（12）64頁，二宮・前掲註（12）337頁。
20 棚瀬孝雄「離婚後の面接交渉と親の権利（上）―比較法文化的考察―」判例タイムズ712
号（1990年）10‐17頁。
21 栗林佳代『子の利益のための面会交流―フランス訪問権論の視点から―』（法律文化社，
2011年）。
22 梶村太市「「子のための面接交渉」再々論」『21世紀の家族と法―小野幸二教授古稀記念
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なお，取り決めが調停・審判によりなされていれば，面会交流が履行でき
ない場合には，家庭裁判所で履行勧告（家事事件手続法289条，人事訴訟法
38条）をしてもらうことができる。また，争いはあるが，間接強制を申し立
てることも可能である（民事執行法172条）。
ｂ）養育費の分担
未成熟の子の養育費について，2011年の法改正以前は，明確に定める規定
はなかったが，実際には，父母は，婚姻中は，主に婚姻費用の分担（民法760
条）として養育費を負担してきた。離婚後は，子の監護に関する事項（民法
766条）として，養育費の分担の問題は処理されてきた。そして，2011年の
法改正後で，民法766条に養育費の分担が明記されるに至った。なお，理論
上は，一般的な親族の扶養義務として，子自身が扶養料を請求することもで
きる（民法877条）。
しかし，後述のように，法律上の根拠はともかくとして，現実には養育費
が支払われないことも多い。そして，仮に支払われたとしても，その額は決
して多くない23。養育費が支払われないことについては，離婚時に取り決め
がなされないことが一因であると考えられる。
さらに，もし，子の養育費について取り決めが調停・審判によるものであ
れば，不払いの場合には，家庭裁判所で履行勧告（家事事件手続法289条，
人事訴訟法38条）や履行命令（家事事件手続法290条，人事訴訟法39条）を
してもらうことができる。そして，養育費が定期金のかたちで取り決められ
ていれば，2003年の民事執行法の改正により，養育費の不払いが1度でもあ
れば，現に不払いとなっている部分のみならず，将来の養育費についても，
論集―』（法学書院，2007年）231頁，二宮・前掲註（12）350，351頁。
23 実際の養育費等の算定にあたっては，裁判官と調査官で構成される東京・大阪養育費等
研究会が養育費と婚姻費用の算定表を提示して以来，この算定表が全国の家庭裁判所など
の実務において広く活用されている。東京・大阪養育費等研究会「簡易迅速な養育費等の
算定を目指して―養育費・婚姻費用の算定方式と算定表の提案―」判例タイムズ1111号
（2003年）285頁。しかしながら，この算定表の正当性について，近年，疑問が呈されて
いる。松嶋道夫「養育費・婚姻費用分担における簡易算定方式と養育保障の課題」久留米
大学法学67号（2012年）192‐194頁。
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強制執行を開始させ，義務者の給料その他継続的給付を差し押さえ，支払い
を受けることができるようになった（民事執行法151条の2）。また，差押え
の上限も給料その他継続的給付の2分の1まで可能になった（民事執行法152
条）。さらに，2004年の民事執行法の改正により，養育費の滞納があれば，
間接強制を申し立てることも可能になった（民事執行法167条の15，172条）。
⑵ 面会交流と養育費の分担の現状
2010年の人口動態統計によると，離婚総数は251，378件，そのうち未成年
の子があるのは147，120件，親が離婚した未成年の子の数は252，617人にのぼ
る24。未成年の子が，不幸にも親の離婚という状況に遭遇する場合，せめて，
子の利益のために，面会交流と養育費の支払いは確保されねばならない。
ところが，統計資料をみると，現実には，離婚時に面会交流と養育費につ
いての取り決めがなされることは決して多くない。わが国では，裁判を経な
いで離婚が成立する協議離婚の制度があり，実際に，2008年では，離婚全体
の87．8％が協議離婚である25。協議離婚の場合，裁判所が関与しないまま，
当事者が合意に基づき離婚届を提出することで離婚が成立するため，子に関
する事項，とりわけ面会交流と養育費の分担の取り決めについても，当事者
の自律にまかされることになる。実際の面会交流と養育費の分担の取り決め
とその実施の状況は，次のとおりである。
ａ）面会交流
2011年の厚生労働省の調査によると，面会交流の取り決めについて，母子
世帯（総数1，332）では，「取り決めをしている」のは全体の23．4％，「取り
決めをしていない」のは73．3％，不詳が3．3％である。父子世帯（総数417）
では，面会交流の「取り決めをしている」のは全体の16．3％であり，「取り
決めをしていない」のは79．9％，不詳が3．8％である。
24 厚生労働省「平成22年人口動態統計」
http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/suii10/index.html
25 厚生労働省「平成21年度離婚に関する統計」
http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/tokusyu/rikon10/index.html
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そして，面会交流の実施状況は，母子世帯（総数1，332）では，「現在も面
会交流を行っている」のは全体の27．7％，「面会交流を行ったことがある」
のは17．6％，「面会交流を行ったことがない」のは50．8％，不詳が3．9％であ
る。父子世帯（総数417）では，「現在も面会交流を行っている」のは全体の
37．7％，「面会交流を行ったことがある」のは16．9％，「面会交流を行ったこ
とがない」のは41．7％，不詳が3．7％である26。
ｂ）養育費
養育費については，とりわけ離婚後の母子世帯の貧困化の問題が指摘され
るところである27。わが国では，婚姻・出産により，女性が就労を諦め，育
児に専念することもいまだ珍しくない。実際に，2008年の統計資料では，第
1子出産後に退職した女性は，調査対象となった有配偶の妻全体（6870票）
の70．5％にのぼる。そして，性別役割分担の意識調査でも，「夫は外で働き，
妻は主婦業に専念すべき」の賛成割合は，全体の45．0％である。さらに，母
親の役割に関して，「子どもが3歳くらいまでは，母親は仕事を持たず育児
に専念した方がよい」の賛成割合は，85．9％にのぼる28。そして，離婚後の
親権者は，2008年の統計資料では，82．1％が母親である29。離婚により母子
世帯となれば，結婚・出産を機に女性が仕事を辞めていた場合，多くの女性
は再就職をして，育児をしながら働くことになる。しかし，結婚・出産前と
同等の仕事を得ることも難しく，母子世帯の平均収入30も高くない。実際に，
2010年の年間の，父子世帯の父自身の平均就労収入は360万円，父子世帯の
平均収入（平均世帯人員3．77人）は455万円であったことに比べ，母子世帯
26 厚生労働省「平成23年度全国母子世帯等調査結果報告」
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000002j6es.html
27 松嶋・前掲註（23）224頁。
28 国立社会保障・人口問題研究所「第4回全国家庭動向調査」
http://www.ipss.go.jp/ps-katei/j/nsfj4/nsfj4_top.asp
29 厚生労働省・前掲註（25）。
30 平均収入とは，生活保護法に基づく給付，児童扶養手当等の社会保障給付金，就労収入，
別れた配偶者からの養育費，親からの仕送り，家賃・地代などを加えた全ての収入の額に
関するものである。
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の母自身の平均就労収入は181万円，母子世帯の平均収入（平均世帯人員3．42
人）は291万円でしかなかった31。こうした状況に加えて，父から子に対する
養育費が全く支払われない，あるいは十分に支払われなければ，母子ともに
貧困化することが懸念される。このような理由から，養育費については，と
りわけ母子世帯について，問題となる。
2011年の厚生労働省の調査によると，養育費の取り決めについて，母子世
帯では，「取り決めをしている」が全体の37．7％であり，実際の養育費の受
け取りについては，「現在も養育費を受けている」のは全体の19．7％，「養育
費を受けたことがある」のは15．8％，「養育費を受けたことがない」のは60．7％
である。そして，養育費を受けているとしても，その養育費の母子世帯の平
均月額は43，482円であり32，決して高い額であるとはいえない。
⑶ 面会交流と養育費の分担の明文化による今後
法務省は，2011年の法改正で面会交流と養育費の分担が民法766条に明文
化されたことを受けて，2012年2月2日に，離婚届の様式を面会交流と養育
費の取り決めの有無のチェック欄を設けたものに変更することを，全国の法
務局長に通達した（法務省通達第271号）33。この新しい様式の離婚届は，2012
年4月1日に，改正民法の施行に合わせて使用が始まった。
新しい様式に変わる前の離婚届において，子に関する取り決めは，離婚後
の親権者についてのみであった。わが国は，離婚後は単独親権制度をとって
おり（民法819条），離婚時に父母のどちらを親権者にするか決めなければな
らない。この離婚後の親権者の取り決めは，離婚届の受理の要件であり，記
載がなければ離婚届は受理されない。他方，新たに離婚届に導入された面会
交流と養育費の取り決めの有無については，チェック欄に記載がなくても離
婚届は受理される。つまり，面会交流と養育費の取り決めは，離婚届の受理
31 厚生労働省・前掲註（26）。
32 厚生労働省・前掲註（26）。
33「訓令・通達・回答（5311）民法等の一部を改正する法律の施行に伴う戸籍届書の標準
様式の一部改正について（平成24年2月2日付け法務省民一第271号法務局長，地方法務
局長あて民事局長通達）」 戸籍867号（2012年）62‐82頁。
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の要件ではない。このように，面会交流と養育費の取り決めは，強制力はな
いものの，離婚届において，これらの取り決めが周知されることにより，一
定の効果が生じることが期待できる。
5 おわりに
以上にみてきたように，2012年には，民法の家族法の領域において，2011
年の改正法が施行されるという重要な変化があった。1996年に民法改正要綱
が出されてから，10年以上にわたって立法化に至ることなく，家族法改正に
ついての議論が続いていた。そして，この民法改正要綱における改正案の一
部としてあがっていた面会交流と養育費の分担が，2011年の法改正により，
民法に明文化されたことは，画期的なことである。
しかしながら，改正法はまだ施行されたばかりであり，親権の停止制度に
ついても事案がまだ少なく，どれくらい効果があるのか不明である。面会交
流と養育費の分担の民法での明文化と，これらの離婚届におけるチェック欄
の新設の効果についても同様である。また，面会交流や養育費については，
厚生労働省は，早速，2012年度から関連する事業を支援することを決定した
が，とりわけ面会交流については，全国の多くの自治体が事業を開始するこ
とに慎重な姿勢をとっていることが報じられた34。
さらに，本稿では，検討の対象としなかったが，2011年5月25日に公布さ
れ，2013年1月1日から施行された家事事件手続法も今後の家族法学に重要
な変化をもたらすであろう。
以上のような民法および手続法の改正により，家族法の領域において，子
の利益がよりよく守られていくことになることを期待するとともに，今後の
動向をみていきたい。
34「離婚親子の面会 自治体慎重」読売新聞2012年5月5日朝刊26頁。
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